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我が国における輸入大豆のフードシステムの構造転換に関する研究
Study on Restructuring of Soybean Import Food System in Japan 
八木浩平(国際開発学分野)
近年、世界的な穀物輸入国の一つで、ある日本を取り巻く国際穀物市場の環境は、大きく
変化している。新興国の経済発展に伴う食料需要の増加や、先進国におけるバイオ燃料需
要の拡大、原油価格の高騰、在庫率の低下、異常気象等の天候要因、商品市場への投資増
加といった要因により、国際穀物価格は高騰し、中長期的に高止まりする見込みである(中
島 2012、 Heady and Fan 2008)。また環太平洋戦略的経済連携協定(以下、 TPP)等のグロ
ーバル化が進展した場合、輸入される品目の構成にも変化が生じる。更に、こうした穀物
需要の拡大と自由貿易化の進展を背景に、少数の多国籍穀物商社である穀物メジャーが、
穀物事業の垂直的な国際分業体制を拡大している。この穀物メジャーは、米州大陸や欧州
で拡大してきた穀物ビジネスの次の投資先として、アジアを見ている。
それでは、こうした国際穀物市場の環境変化の下、我が国の穀物の輸入体制はどのよう
に変化するのだろうか。また、これまで、輸入原料に頼ってきた我が国の食品製造業は、ど
のような影響を受けるのだろうか。これまで先行研究として、国際穀物需給の動向と日本
の農政について論じる茅野(2009)や、食料需給の変化とそれに対する総合商社の対応を論じ
る美甘(2009)、国際大豆需給と日本の大豆生産について論じる藤野(2009)等があるものの、
それらは、あくまで市況や商社の動向に焦点を当てたものであり、穀物の需要者である食
品製造業の動態までを含めた、垂直的な連鎖過程は検証されていなし、。また、 TPP への参
加による影響について加賀爪等(2012)が、他地域応用一般均衡モデ、ルによるシミュレーショ
ン分析から、生産額の変化が最も大きいのは農業ではなく飲食料品産業であることを明ら
かにしているが、具体的に飲食料品産業においてどのような変化が起きるのか事例を検証
した文献はない
そこで本稿は、輸入大豆を事例として、実需者である食品製造業も含めた輸入大豆のフ
ードシステムが、国際的な市場環境の変化によって1.現時点でどのように遷移しており、 11.
今後、どのような道を歩むのか検討することを課題とする。また課題の検討を通して、グ
ローバル化の進展後の、我が国の穀物輸入体制と食品製造業への影響について考察するこ
とを目的とする なおここでフードシステムの概念を用いるのは、点と点を線や面として
理解することで、品目問、或いは構成主体間の相互関係を把握し、穀物輸入体制の全体像
をより正確に捉えるためである。
分析枠組みとしては、フードシステムの構造論的分析の枠組みを用いた。これは、複雑
なフードシステムを「連鎖構造」、「競争構造」、「企業結合構造」、「企業構造・企業行動」、
「消費構造と消費者の状態」の 5 つの副構造に分割して分析し、その副構造同士の関係を
明らかにすることで 全体構造に接近しようとする方法である。またフードシステム学の
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課題として、統一的な成果(Performance)の評価方法が提唱されていない点があるが、本論
では、 Marion et al.，(1 985)や Lutz et al.，(1 997)が多様な成果指標を用いていることを参考
に、フードシステム学においても、研究目的に応じた複数の成果指標の活用を認めるべき
とする考えを提唱した。その上で本論では、グローパル化の進展や多国籍企業の影響力拡
大による国内産業への負の影響を検討するため、構成主体聞の所得分配機能(公平性)の観点
から、構造転換前後の成果(Performance)を評価した。
結論は、以下の通りである。まず(1)輸入業者(総合商社・全農)や植物油製造業、配合飼料
製造業から構成される一連の輸入大豆のフードシステムにおいて、国際大豆価格の高騰や
副産物である大豆粕の輸入拡大等により、加工賃産業である植物油製造業の立ち位置が弱
くなっていること(課題1)0 (2)グ、ローバル化の進展後には、畜産部門の衰退による大豆粕需
要の減退や植物油輸入の拡大によって、大豆搾油量が減退し、植物油製造業が主に輸入原
油の精製を行う業態に変化する可能性があること(課題 II)等を確認した。その上で、グロー
パル化の進展後の我が国の穀物輸入体制と食品製造業への影響について考察し、①本論に
おいて、日本が世界の農業・食料システムにおける最終製品消費国として包摂されようと
する過程が示されたこと。②将来のグローパル化による植物油関税の撤廃後には、そうし
た傾向は更に強まるものと見られること。③こうした国内食品産業の基礎素材型業種の縮
小は、輸入の拡大による安価な中間財供給につながる側面も有しており、グローバル化の
進展によって具体的にどのような変化が食品産業全体で起き得るのか推計することが、今
後の課題となることを確認した。
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